令和８年度整備　地域密着型サービス事業者募集要項
１　目的
岐阜市では、第９期岐阜市介護保険事業計画（令和６～８年度）に基づき、令和８年度に地域密着型介護老人福祉施設、特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護における事業所の整備を行います。
それに伴い当該施設及び事業所の整備・運営を行う法人（地域密着型介護老人福祉施設は社会福祉法人設立準備会も可）を公募します。
２　整備対象事業等

　（１）対象事業
　①地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
　　　　・入所定員29人

・新設を基本としますが、既存建物を改修及び増設整備等して活用する場合も対象とします。ただし、その場合であっても、その建物は当該法人の所有であることを原則とします。
　　　②特定施設入居者生活介護
　　　　・利用定員30人分（市内の既存の軽費老人ホーム（ケアハウス）が入居者に対して特定施設入居者生活介護の事業を行う人数）
　　　　・軽費老人ホーム（ケアハウス）の新設や増設整備は対象外となります。
　　　　・軽費老人ホーム（ケアハウス）定員数の7割を超える範囲の応募及び30人（30床）を超える応募はできません。
・選考後、混合型特定施設入居者生活介護としての指定を受けることになります。
　　　　・岐阜県地域密着型サービス等整備助成事業費等補助金については、介護施設等の施設開設準備経費支援事業が該当しますが、一部条件があります。

　　　③認知症対応型共同生活介護
　　　　・2ユニット（定員18人）
　　　　・新設を基本としますが、既存建物を改修及び増設整備等して活用する場合も対象とします。ただし、その場合であっても、その建物は当該法人の所有であることを原則とします。
④小規模多機能型居宅介護

　　　　・登録定員29人

　　　　・新設を基本としますが、既存建物を改修及び増設整備等して活用する場合も対象とします。ただし、その場合であっても、その建物は当該法人の所有であることを原則とします。

⑤看護小規模多機能型居宅介護

　　　　・登録定員29人

　　　　・新設を基本としますが、既存建物を改修及び増設整備等して活用する場合も対象とします。ただし、その場合であっても、その建物は当該法人の所有であることを原則とします。
⑥定期巡回・随時対応型訪問介護看護
　　　　・新設のほか、既存建物を改修及び増設整備等して活用する場合も対象とします。
　（２）整備数(募集数)
	サービス種類
	募集数

	地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
	入所定員29人（新設１か所）

	特定施設入居者生活介護(※)
	30人分（既存の軽費老人ホーム（ケアハウス））

	認知症対応型共同生活介護
	２ユニット（新設１か所）

	小規模多機能型居宅介護
	登録定員29人（新設１か所）

	看護小規模多機能型居宅介護
	登録定員29人（新設1か所）

	定期巡回・随時対応型訪問介護看護
	新設２か所


（※）特定施設入居者生活介護の募集について

	地区
	岐阜市全域

	対象
	市内の軽費老人ホーム（ケアハウス）に限る

	募集数
	利用定員30人（30床）分

	応募方法
	15床1口として応募

	条件
	2 　2口（30床）を超える応募はできない

	
	②　軽費老人ホーム（ケアハウス）の定員数の7割を超える数での応募はできない

	
	③　岐阜県地域密着型サービス等整備助成事業費等補助金　介護施設等の施設開設準備経費支援事業が一部条件付きで該当
※一部条件の例　特定施設入居者生活介護の利用者が利用する介護用ベッドは対象になるが、通常のベッドは認められない等


（３）事業形態

　　　①地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
　　　　・社会福祉法人（設立準備会含む）に限ります。また、定められた指定基準等を満たすことが必要です。
　
　　　②特定施設入居者生活介護
　　　　・軽費老人ホーム（ケアハウス）の定員数の7割を超えない範囲が、特定施設入居者生活介護の対象となります。
・定められた指定基準等を満たすことが必要です。
③認知症対応型共同生活介護

　　　　・認知症対応型共同生活介護事業所の単独設置又は居宅サービス事業所等を併設することも可能ですが、サービスの種類ごとに定められた指定基準等を満たすことが必要です。
④小規模多機能型居宅介護

　　　　・小規模多機能型居宅介護事業所の単独設置又は居宅サービス事業所等を併設することも可能ですが、サービスの種類ごとに定められた指定基準等を満たすことが必要です。

　　

　　　⑤看護小規模多機能型居宅介護
　　　　・看護小規模多機能型居宅介護事業所の単独設置又は居宅サービス事業所等を併設することも可能ですが、サービスの種類ごとに定められた指定基準等を満たすことが必要です。
　　　⑥定期巡回・随時対応型訪問介護看護

　　　　・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の単独設置又は居宅サービス事業所等を併設することも可能ですが、サービスの種類ごとに定められた指定基準等を満たすことが必要です。

　　　　・訪問看護サービスの提供形態について、一体型・連携型いずれの形態も可能です。
（４）整備年度
　　　令和８年度整備事業とし、年度内事業完成を条件とします。事業が完了しない場合、補助事業の対象とならないことがあります。
（５）補助金
岐阜県地域密着型サービス等整備助成事業費等補助金を活用した補助を見込んでいます。ただし、事業採択されなかった場合又は予算が成立しなかった場合は補助金の交付はありませんので、資金計画等の策定に当たってはその点も考慮のうえ検討をお願いします。
補助金の額は、補助対象経費を比較して少ない方の額となります。
また、整備予定地が、災害レッドゾーン（都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３３条第１項第８号に規定する開発行為を行うのに適当でない区域内の土地をいう。）や、災害イエローゾーン（地域医療介護総合確保基金管理運営要領　別記１－１に規定する災害イエローゾーンをいう。）に該当する場合に、条件次第で補助金の交付がない場合があります。
＜参考＞
　令和６年度の岐阜県地域密着型サービス等整備助成事業等単価
　　　施設整備費　　
	サービス種別
	補助単価（千円）
	補助単位

	地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
	5,280
	整備床数

	認知症対応型共同生活介護
	39,600
	施設数

	小規模多機能型居宅介護
	39,600
	事業所数

	看護小規模多機能型居宅介護
	39,600
	事業所数

	定期巡回・随時対応型訪問介護看護
	7,000
	事業所数


施設開設準備経費
	サービス種別
	補助単価
（千円）
	補助単位

	地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
	989
	定員数

	ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定をうけるもの）
	989
	定員数

	認知症対応型共同生活介護
	989
	定員数

	小規模多機能型居宅介護
	989
	宿泊定員数

	看護小規模多機能型居宅介護
	989
	宿泊定員数

	定期巡回・随時対応型訪問介護看護
	16,600
	事業所数


（６）土地
　　　・施設及び事業所を整備するために必要な土地については、原則として当該法人の所有または寄附等により確実に取得が見込めることとします。
　　　・やむを得ない事情により借地とする場合は、施設及び事業所を運営するのに必要な期間（地域密着型介護老人福祉施設は50年以上、それ以外は10年以上）の地上権又は定期賃借権を設定し、かつ、これを登記することを条件とします。
　　　・市街化調整区域及び用途区域が定められていない地域の中で整備を行う場合、都市計画法の許可を受ける必要があります。

　　　・法令等に基づく規制解除や開発許可等が見込まれる土地であって、施設の建設に支障がないようにしてください。（必ず、各関係所管課と事前に協議を行い確認が必要です）
３　応募資格
・応募時点において、事業者は法人格を有していること。（地域密着型介護老人福祉施設は社会福祉法人設立準備会も可）
・事業の性格上、現に何らかの介護サービス事業の経験を有することが望ましい。
・応募書類の受付締切日において、直近１年間の所得税又は法人税、消費税及び地方消費税、県税、市町村税等の滞納がないこと。

・介護保険法第78条の2第4項各号及び第115条の12第2項各号の規定（特定施設入居者生活介護の場合は介護保険法第70条第2項及び第115条の2第2項各号の規定）に該当しないこと。
・次の条例における各サービスの基準及び国の通知の要件を満たしていること。(又は事業指定までに同基準を確実に満たすこと)
ア　岐阜市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成24年岐阜市条例第73号
イ　岐阜市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例(平成24年岐阜市条例第78号)
ウ　岐阜市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例(平成24年岐阜市条例第74号)
エ　岐阜市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例(平成24年岐阜市条例第79号)
オ　指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年9月17日付け老企第25号）
カ　指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について(平成18年3月31日付け老計第0331004号・老振発第0331004号・老老発第0331017号　厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長連名通知)
※上記について、応募を検討の際には必ず確認し、基準どおりの実施が可能かどうかを十分に検討してください。
４　募集期間
令和７年７月１日（火）～令和７年８月１日（金）

受付は、上記期間の平日　午前８時45分～午後５時30分
※電話予約の上、提出書類一式を介護保険課まで直接持参してください。
５　その他
　　　・補助金交付の条件として、事業の契約事務処理（入札や契約等）にあたり、市が行う契約手続の取扱いに準拠することとありますので、ご留意ください。
・事業開始後に事業者の都合等により事業を休止、廃止されると補助金の返還を求める場合がありますので、応募に当たっては十分な検討をお願いします。
・事業者は、社会福祉に対する熱意と理解を有し、役員の構成、資金計画（借入金の償還能力等）等が適正である等、健全で安定した事業運営が可能であることが求められます。
６　スケジュール

スケジュールについては、次のとおりです。都合により日程等の変更が生じる可能性もありますので、あらかじめご了承ください。
	・募集内容公表
	令和７年６月１日（日）～令和７年８月１日（金）

	・募集受付期間
	令和７年７月１日（火）～令和７年８月１日（金）

	⇩
	

	・書類確認

・施設建設要件に関する調査

・現地調査
	令和７年８月４日（月）～令和７年９月下旬

	⇩
	

	・面接審査
	令和７年10月上旬（予定）

	⇩
	

	・審査結果通知
	令和７年10月中旬（予定）


７　問い合わせ先

　　　岐阜市　介護保険課　支援係　遠藤・國枝・川島
　　　ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 058-214-2093（午前8時45分～午後5時30分　※土日・祝日を除く）
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